
令和３年度

「第二期甲府市総合戦略」

の現状について



令和２年国勢調査結果及び山梨県常住人口推計

５年に１度実施される「国勢調査」の令和２年の調査結果で
は、
●平成27年の国勢調査結果に基づく「国立社会保障・人口
問題研究所の推計値」と「本市の人口ビジョンの目標値」を
ともに上回る結果となった。

また、県が公表する「県常住人口」の推計値をみると、
●令和３年、令和４年ともに、人口ビジョンの値を大きく上
回るなど、人口減少が想定よりも緩やかであることがうかが
える。

人口ビジョン等との比較

R2 R3 R4

人口ビジョン 187,000 185,720 184,440

実績 189,591 188,926 188,884

実績ービジョン +2,591 +3,206 +4,444

※【人口ビジョン】令和2：国勢調査 令和3・4：ビジョンの令和2及び令和7の数値を案分し算出

※【実績】令和2：国勢調査 令和3・4：山梨県常住人口調査推計

（山梨県常住人口調査推計については、国勢調査の基準日に合わせ10月時点の人口）

令和4年（10月時点）

＋4,444人(人口ビジョンとの差)

１‐1.本市の人口動態について（全体）

〇人口ビジョンと実績の差
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１‐1.本市の人口動態について（社会動態）

〇近年の純移動数

転出＞転入 転出＜転入

●これまでは、転入数、転出数は、ともに減少傾向にあり、転出数が転入数を上回る「社会減」の状態であった。
●特に、大学卒業や就職を迎える20歳代の若者や、東京圏への女性の転出超過が顕著であり、「社会減」の大きな要因となっていた。
●近年では、令和元年には、「転出超過」により「－104人」となっていた純移動数が、令和2年には、プラスに転じ、令和3年は、
大きくプラス伸ばし、「435人」の「社会増」となっている。

R1 R2 R3

男性 -93 144 221

女性 -11 116 214

総数 -104 +260 +435

平成30年

平成7年
純移動数＝【転入数】ー【転出数】）
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総務省「住民基本台帳人口移動報告」



純転入数

新型コロナウイルス感染症の拡大前（平成30年）と、昨年度の純移動数（転入数から転出数を差し引いた数）を比べると、
●男性、女性ともに、「15～24歳」の転出超過の抑制が図られ、特に女性は大きく抑制されている。
●また、子育て世代・生産年齢における純移動数は、ほとんどの年齢層において、転出超過から転入超過に転じており、本市の人口減少
が抑制されている要因となっている。

総務省「住民基本台帳人口移動報告」

平成３０年（男女別） 令和３年（男女別）

15～24歳

１‐1.本市の人口動態について（純移動数）

±0

15～24歳

子育て世代・生産年齢
25～54歳

転出超過解消

純移動数＝【転入数】ー【転出数】）

子育て世代・生産年齢
25～54歳
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年代別転入数

新型コロナウイルス感染症の拡大前（平成30年）と、昨年度の年代別の転入数を比べると、
●転入総数は増加しており、中でも10代、20代の転入数が増加傾向にある。
●特に、20～24歳では平成30年に比べ、令和３年では22％の転入増加となっており、この世代が、大学を卒業し就職する時期
であることを考えると、就職を機に転入する若者が増えてきているのではないかと推察される。

総務省「住民基本台帳人口移動報告」 〇10代、２０代の転入数が増加

総数 ０～４歳 ５～９歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

平成30年 7,138 452 186 114 533 1,213 1,299 919 606 452

令和元年 7,562 495 185 115 585 1,246 1,269 964 680 481

令和2年 7,500 471 172 108 558 1,326 1,303 920 630 506

令和3年 7,717 385 193 88 603 1,476 1,453 933 608 436

R3/H30 108% 85% 104% 77% 113% 122% 112% 102% 100% 96%

45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不詳

356 288 202 133 111 85 61 51 50 27 0

426 315 219 143 112 82 83 56 58 48 0

392 284 234 153 113 96 71 54 66 43 0

375 322 268 146 97 92 63 70 58 51 0

105% 112% 133% 110% 87% 108% 103% 137% 116% 189%

増加

増加

１‐1.本市の人口動態について（転入数）

■若者の市内就職の促進

強化の視点
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年代別転出数

新型コロナウイルス感染症の拡大前（平成30年）と、昨年度の年代別の転出数を比べると、
●転出総数は減少しており、中でも30代、40代の子育て世代とあわせ、15歳未満の子どもの転出数が減少傾向にある。
●特に、30～34歳では平成30年に比べ、令和３年では15％の転出抑制となっており、「子育て世代」だけでなく「子ども」の
転出も抑制がされていることは、「子育てをする世帯」の転出が抑制されていることが推察される。

総務省「住民基本台帳人口移動報告」
〇子育て世代の転出数が減少

総数 ０～４歳 ５～９歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

平成30年 7,768 582 239 125 382 1,527 1,362 999 628 491

令和元年 7,666 509 229 112 358 1,527 1,330 922 701 519

令和2年 7,240 469 186 96 323 1,559 1,292 889 625 422

令和3年 7,282 448 191 88 345 1,512 1,380 845 584 457

R3/H30 94% 77% 80% 70% 90% 99% 101% 85% 93% 93%

減少

減少

１‐1.本市の人口動態について（転出数）

■子育て環境の充実

■教育環境の向上

強化の視点
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45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不詳

397 316 204 146 100 78 59 44 50 39 0

404 357 198 115 99 85 71 51 46 33 0

397 306 229 99 93 67 60 46 36 46 0

347 329 231 140 95 87 48 51 53 51 0

87% 104% 113% 96% 95% 112% 81% 116% 106% 131%



１‐2.コロナ禍における社会変化について（１）

コロナ禍における生活意識・行動の変化 ①-1

東京圏に住む20歳代の地方移住への関心

内閣府「第5回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・
行動の変化に関する調査」（R4.7）

地方移住への関心理由

12.6%

4.7%

4.7%

5.7%

6.1%

9.3%

11.9%

20.7%

21.7%

24.5%

34.5%

20.0%

3.5%

6.2%

15.5%

8.8%

9.3%

8.4%

17.9%

17.3%

24.1%

28.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

特にない

その他

感染症を契機に

地元に帰りたいと感じたため

感染リスクの低減のため

感染症を契機とした

将来設計の見直しのため

買物・教育・医療等が

オンラインでもできるため

テレビやネット等の情報を見て

興味を持ったため

生活重視のライフスタイルへの

転換のため

感染症と関係ない理由

テレワークが普及したため

人口密度が低く、

自然に魅力を感じるため

2020年12月 2022年6月

（令和4年）

感染拡大後

（令和4年）（令和2年）

45.2%

自然に魅力
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コロナ禍において増加した不安

１‐2.コロナ禍における社会変化について（２）

コロナ禍における生活意識・行動の変化 ①-2 内閣府「第4回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・
行動の変化に関する調査」（R3.11）

内閣府が行う調査をもとに、人々の「生活意
識・行動の変化」を感染症拡大前と比べると、
●東京圏に住む２０代の若者の「地方移住への
関心」が高まっており、
●その理由として、「自然環境に魅力を感じる
ため」「テレワークが普及したため」の割合が
高い。
●また、コロナ禍においては、「健康」への不
安を感じる人の割合が増えており、コロナ禍が
自身の健康を省みる契機となっていることがう
かがえる。

■ 環境にやさしいまちづくりの推進

■ 健康づくりの促進

強化の視点

健康
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１‐2.コロナ禍における社会変化について（3）

コロナ禍における生活意識・行動の変化 ②
内閣府「第5回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・
行動の変化に関する調査」（R4.7）

地域別のテレワーク実施率

50.6％

17.8％

2020年
12月

2022年
6月

（令和4年）（令和2年）

東京23区

テレワーク普及

「テレワークの拡大」については、
●感染症の流行以後、急速に普及・浸透しており、
全国的に実施率が上昇する中にあって、特に、東京23区で
の実施率は、直近の調査で50.6%と 「半数」を超えてい
る。
●こうした状況は、「都市部か地方」か「自宅か会社」
か、といった場所を問わない新しい働き方を生み出し、
ワークライフバランスの見直しの契機となっている。

■ デジタル技術の活用（テレワーク含む）

強化の視点
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以上の内閣府の調査結果をまとめると、
●人口密度が高い都市部で生活することによる、健康への
不安を感じる方が増えていること、
●デジタル化の広がりにより、地方でも買物・教育・医療
等のサービスが都会と遜色なく受けられるようになってき
ていること、

こうしたことなどが、東京圏の方々の、地方移住への関心
を高める要因となっているとしている。



４つの「基本目標」と９つの「施策」からなり、各施策に事業を位置付けるとともに、３つの施策横断的な視点

から本市の課題解決に資する取組を『重点的な取組』として位置付けている。※本市の課題：第二期総合戦略策定時に分析

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI

KPI

施策体系

数値目標

数値目標

数値目標

数値目標

１‐3.総合戦略の各目標・施策の進捗状況について
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基本目標１『甲府で夢を叶える人材の定着と関係・交流人口の増加』

基本目標２『甲府を支える地域産業と雇用環境の充実』

■ 若者の
市内就職の促進

＜進捗状況について＞
〇・・・順調 △・・・やや遅れ ×・・・遅れ

■ 移住定住の促進

■ 地域資源を
活かした

観光事業の展開

施策
重要業績評価指標

（KPI）
令和2

（実績）
令和3

（実績）

令和4
（中間実績）

～

令和6
（目標値）

進捗状況

施策１
転入促進・転出抑制

こうふコンシェルジュを
介して移住した人数

17人 1９人 31人
（10月末時点）

40人 △

施策２
関係・交流人口の創出

ふるさと納税件数 30,926件 40,394件 13,606件
（9月末時点）

15,100件 ○

観光入込客数 3,369千人 3,870千人 3,746千人
（9月末時点）

7,755千人 ×

主な要因

数値目標
令和2

（実績）
令和3

（実績）
令和4

（目標）
～

令和6
（最終目標）

進捗状況

市民就業者数 104,712人 104,248人 103,830人 103,310人 ○

施策
重要業績評価指標

（KPI）
令和2

（実績）
令和3

（実績）
令和4

（中間実績）

～

令和6
（目標値）

進捗状況

施策３
女性・若者の市内就職の促進

育児休業給付基本給付金
受給者

7,811人 8,109人 4,303人
（9月末時点）

7,000人 ○

就職を理由に転入する
若者数（推計値）

992人 1,075人 604人
（9月末時点）

1,400人 △

施策４
就業の場の確保・創出

産業立地等推進事業に係る
支援制度の新規適用件数

2件 4件 5件
（10月末時点）

7件(累計)
(令和2～6年度)

○

起業研修会参加者数のうち
起業した女性数

4人 4人 － 毎年1人
(令和2～6年度)

○

強化の視点

強化の視点

■ コロナによる
外出自粛やイベント
の中止等

数値目標
令和2

（実績）
令和3

（実績）
令和4

（目標）
～

令和6
（最終目標）

進捗状況

純転出者数 －131人 －405人 210人 160人 〇
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数値目標
令和2

（実績）
令和3

（実績）
令和4

（目標）

～

令和6
（最終目標）

進捗状況

出生数 1,267人 約1,200人
（参考）

1,390人 1,380人 －

基本目標３の施策６・施策７、基本目標４の数値目標・施策８・施策９については、市民実感度調査の数値を目標値として設定している
が、令和３年度は、新型コロナウイルス感染症による社会や市民生活への影響等を踏まえる中で、市民実感度調査の実施を見送っている。

そのため、今年度、市内全地区にて市民の皆様と対話を行った「未来ミーティング※」での意見（地域の実感）を参考に、各施策の市民
ニーズ、各施策に対する実感を捉えるものとする。

施策
重要業績評価指標

（KPI）
令和2

（実績）
令和3

（実績）
令和4

（中間実績）
～

令和6
（目標値）

進捗状況

施策５
妊娠・出産支援の充実

子育て世代包括支援センター
相談指導数

4,247人 4,561人
2,219人

（9月末時点）
5,100人 △

■子育て環境の充実

強化の視点

施策
重要業績評価指標

（KPI）
未来ミーティングでの意見（地域の実感）

施策６
子育て・子育ち支援の充実

「子ども・子育てへの支援が充
実している」

の実感度

・子ども施策の充実を感じている。

・子ども施策の充実の必要性を感じている（子どもへの虐待、子どもの貧困への対応含む）。

※再掲
P5「本市の人口動態について（転出数）」より

30～34歳では平成30年に比べ、令和３年では15％の転出抑制となっており、
「子育て世代」だけでなく「子ども」の転出も抑制がされていることは、
「子育てをする世帯」の転出が抑制されている。

施策７
教育環境の充実

「学校教育の内容や
教育環境が充実している」

の実感度
■ 教育環境の向上

※ 令和２年度の「妊娠届出件数」より推計

※ 令和４年４月～７月

基本目標３『甲府で希望を叶える総合的な子育て・子育ち支援と良好な教育環境の充実』

＜進捗状況について＞
〇・・・順調 △・・・やや遅れ ×・・・遅れ
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数値目標
令和2

（実績）
令和3

（中間実績）
令和4

（目標）
～

令和6
（最終目標）

進捗状況

「今後も甲府市に住みたいと思
う人」の割合

― 72.50%
（参考）

80.00% 80.00% －

施策
重要業績評価指標

（KPI）
未来ミーティングでの意見（地域の実感）

施策８
持続可能なまちづくり

「広域的行政が効率的・効果的
に行われている」

の実感度

・住民が一体となり、まちづくりに取り組み、素晴らしいまちとなったと感じている。

・若い世代等の自治会への参加、関心度が低いと感じている。

・地域の担い手の確保が必要であると感じている。

・協働と連携により生活しやすい地域になって欲しいと感じている。

「市民、NPO、事業者、行政
などの協働によるまちづくりが

進められている」の実感度

施策９
住みやすいまちづくり

「災害に強いまちづくりが進め
られている」

の実感度 ・消防拠点が整備が進み地域の安全の確保が進んでいると感じている。

・避難所訓練の充実を図る必要性を感じている。

・避難所生活での注意点などの情報を提供して欲しいと感じている。

「市民が互いに思いやり、支え
合いながら、住み慣れた地域で
安心して暮らすことができる環

境が整っている」
の実感度

強化の視点

■ 地域防災力の向上

■ 協働による
まちづくりの推進

基本目標４『甲府の未来をつなぐ良好な生活環境の整備と持続可能なまちづくり』

※ 令和３年度の「市民アンケート調査」を結果を引用
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